
財     政     課 
 
１ 歳入歳出予算 

  本年度における一般会計及び各特別会計の予算額及び議決の状況は、次のとおりであった。  

（単位：千円） 

補   正   予   算   額 
当 初 予 算 額 

区    分 19. 6.27 19. 7. 4 19.10. 9 19.12.20 
19. 3.26 議決 

議  決 議  決 議  決 議  決 

一 般 会 計          44,065,847 ①  11,077 ②   4,230 ③ 303,822 ④ 46,952 

国 民 健 康 保 険 12,975,349   ① 2,356 

老 人 保 健 医 療 10,824,934    ① 62,792 特 

介 護 保 険 8,261,691    ① 180,841 
 

住宅新築資金等 
貸 付 事 業 

38,573     

 

別 

福祉資金貸付事業 576     
 

 

まちなみ保全事業 72,735     会 

農業集落排水事業 70,185     
 

土 地 取 得 200,971     
 

計 

小 計 32,445,014 ０ ０ ０ 245,989

76,510,861 11,077 4,230 303,822 292,941 

 

補  正  予  算  額 繰 越  継続費 

明許費 逓 次 予算総額 19.12.20 20. 1.21 20. 3.21 20. 3.21 
繰越額 繰越額 議  決 議  決 議  決 議  決 

⑤  31,364 ⑥   7,751 ⑦△865,025 ⑧   ０ 2,264,668  45,870,686

②    413  ③ 271,528 44,730  13,294,376

②        61  ③△318,293  10,569,494

②    688  ③ 235,851 3,150  8,682,221

  ①  △367  38,206

  ①  △257  319

  ① △58,938  13,797

  ①   8,096  78,281

  ① △11,100  189,871

1,162 ０   126,520 ０ 47,880  32,866,565

32,526 7,751  △738,505 ０ 2,312,548  78,737,251

（注）〇内の数字は、補正の回数を表す。 

 



 

２ 地方交付税 

  本年度における地方交付税の状況は、次のとおりであった。 

 (1) 普通交付税 6,943,623 千円 

   ・基準財政需要額 19,711,641 千円 

   ・基準財政収入額 14,448,816 千円 

   ・交 付 基 準 額        6,980,272 千円 

   ・交 付 決 定 額        6,943,623 千円 

 (2) 特別交付税 900,202 千円 

 

３ 市債の状況 

  一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計及び福祉資金貸付事業特別会計における市債の借 

 入れの状況は、次のとおりであった。 

 (1) 年度末現在高 

会    計    名 平 成 19 年 度 末 現 在 

一 般 会 計                   48,583,192 千円 

住宅新築資金等貸付事業特別会計                   133,523 

福 祉 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計                   35,725 

計   48,752,440 

 (2) 借入状況 (一般会計)  

事    業    名 借 入 額 借入年月日 借  入  先 借入利率 備考

 千円  ％

1,500,000 19.11.14 三 重 信 用 金 庫 1.45  

 1,407,000 19.11.14 伊勢農業協同組合 1.45

386,100 20. 3.28 〃 1.15 借換

165,600 20. 4.21 市 町 村 振 興 協 会 0.90  
市 町 村 合 併 特 例 事 業 債 

 527,700 20. 5.29 伊勢農業協同組合 1.48

777,100 20. 5.29 〃 1.48 前借

一 宇 郷 総 合 整 備 事 業 債 40,200 20. 3.25 財 務 省 1.10 借換

矢持地区情報通信基盤整備事業債 2,800 20. 5.23 〃 1.30 前借

8,900 20. 5.23 〃 2.20  
水 道 事 業 出 資 債 

4,500 20. 5.29 公営企業金融公庫 2.20  

清 掃 運 搬 施 設 整 備 事 業 債 700 20. 5.23 財 務 省 1.00  

 農 道 整 備 事 業 債 4,800 20. 5.29 伊勢農業協同組合 1.48

 農 業 用 排 水 路 整 備 事 業 債 5,100 20. 5.29 〃 1.48

 



事    業    名 借 入 額 借入年月日 借  入  先 借入利率 備考

 千円  ％

 7,100 20. 5.23 財 務 省 1.70
ふ る さ と 農 道 整 備 事 業 債 

 95,100 20. 5.29 公営企業金融公庫 1.90

 国 土 保 全 対 策 事 業 債 5,000 20. 5.29 伊勢農業協同組合 1.48

擁 壁 補 強 事 業 債 13,400 20. 5.29 〃 1.48 前借

3,900 19.12.26 財 務 省 1.80 借換
漁 港 整 備 事 業 債 

 13,000 20. 5.23 〃 1.90

10,700 19.12.26 〃 1.80 借換
海 岸 局 部 改 良 事 業 債 

31,900 20. 5.23 〃 1.90 前借

1,600 19.12.26 〃 1.80 借換
海 岸 整 備 事 業 債 

 7,400 20. 5.23 〃 1.90

15,000 20. 3.28 公営企業金融公庫 1.85 借換
臨 時 地 方 道 整 備 事 業 債 

 238,000 20. 5.29 〃 1.90

 3,800 20. 5.23 財 務 省 1.70
地 方 特 定 道 路 整 備 事 業 債 

 27,000 20. 5.29 公営企業金融公庫 1.90

2,000 20. 3.25 財 務 省 1.40 借換

16,800 20. 3.25 〃 1.70 借換

7,400 20. 5.23 〃 1.90 前借
防 衛 施 設 周 辺 整 備 事 業 債 

 10,700 20. 5.29 伊勢農業協同組合 1.48

14,400 20. 3.25 財 務 省 1.70 借換
準 用 河 川 改 修 事 業 債 

9,200 20. 5.23 〃 1.90 前借

1,600 19. 9.25 〃 1.90 借換

13,600 19. 9.28 公営企業金融公庫 1.95 借換臨 時 河 川 等 整 備 事 業 債 

 9,600 20. 5.29 〃 1.90

排 水 路 改 良 事 業 債 36,600 20. 5.29 伊勢農業協同組合 1.48 前借

 都 市 下 水 路 事 業 債 23,700 20. 5.23 財 務 省 1.90

16,000 20. 3.28 伊勢農業協同組合 1.15 借換
街 な み 環 境 整 備 事 業 債 

 3,700 20. 5.29 〃 1.48

 公 営 住 宅 建 設 事 業 債 1,600 20. 5.29 〃 1.48

 臨 時 財 政 対 策 債 1,326,300 20. 5.23 財 務 省 1.50

道 路 橋 梁 災 害 復 旧 事 業 債 500 20. 5.23 〃 1.30 前借

1,800 19.12.26 〃 1.20 借換
河 川 災 害 復 旧 事 業 債 

2,200 20. 5.23 〃 1.30 前借

－ 計 6,801,100 － －  

 



 

４ 一般会計決算の状況 

 (1) 歳入歳出決算額と前年度との比較 

  ア 歳入 

平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比     較 年 度 

決 算 決 算 額 決 算 額 (A)－(B) 
構成比 構成比 (C)/(B)

区 分 (A) (B) (C) 

 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１ 市 税 16,734,022 37.4 15,364,742 36.1 1,369,280 8.9

(1) 普 通 税 15,708,994 35.1 14,376,302 33.8 1,332,692 9.3

(2) 目 的 税 1,025,028 2.3 988,440 2.3 36,588 3.7

２ 地 方 譲 与 税 443,012 1.0 1,414,196 3.3 △ 971,184 △ 68.7

３ 利子割交付金 85,993 0.2 66,991 0.1 19,002 28.4

４ 配当割交付金 85,635 0.2 74,552 0.2 11,083 14.9

株 式 等 譲 渡 
５ 65,303 0.1 73,344 0.2 △ 8,041 △ 11.0

所得割交付金 

地 方 消 費 税 
６ 

交 付 金 
1,252,242 2.8 1,275,343 3.0 △ 23,101 △ 1.8

ゴ ル フ 場 
７ 18,925 0.0 16,534 0.0 2,391 14.5

利用税交付金 

自動車取得税 
８ 287,327 0.6 306,229 0.7 △ 18,902 △ 6.2

交 付 金 

国有提供施設 
９ 50,094 0.1 46,107 0.1 3,987 8.6等所在市町村 

助 成 交 付 金 

地 方 特 例 
10 116,574 0.3 448,852 1.0 △ 332,278 △ 74.0

交 付 金 

11 地 方 交 付 税 7,843,825 17.6 8,640,051 20.3 △ 796,226 △ 9.2

(1) 普通交付税 6,943,623 15.6 7,659,688 18.0 △ 716,065 △ 9.3

(2) 特別交付税 900,202 2.0 980,363 2.3 △ 80,161 △ 8.2

交通安全対策       
12 25,332 0.1 25,043 0.0 289 1.2

特 別 交 付 金       

分 担 金 及 び       
13 909,401 2.0 929,127 2.2 △ 19,726 △ 2.1

負 担 金       

使 用 料 及 び       
14 377,938 0.8 374,592 0.9 3,346 0.9

手 数 料       

15 国 庫 支 出 金 4,857,302 10.9 4,845,546 11.4 11,756 0.2

16 県 支 出 金 2,318,814 5.2 2,087,951 4.9 230,863 11.1

17 財 産 収 入 162,202 0.4 161,609 0.4 593 0.4

18 寄 附 金 79,501 0.2 31,401 0.1 48,100 153.2

19 繰 入 金 36,177 0.1 73,659 0.2 △ 37,482 △ 50.9

20 繰 越 金 985,405 2.2 1,178,721 2.8 △ 193,316 △ 16.4

21 諸 収 入 1,166,659 2.6 1,181,585 2.8 △ 14,926 △ 1.3

 



 

 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

22 市 債 6,801,100 15.2 3,984,000 9.3 2,817,100 70.7

 歳 入 合 計 44,702,783 100.0 42,600,175 100.0 2,102,608 4.9

 

  イ 歳出（目的別） 

平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比     較 年 度 

決 算 

区 分 
決 算 額 

(A) 
構成比

決 算 額 
(B) 

構成比
(A)－(B) 

(C) 
(C)/(B)

 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１ 議 会 費       363,499 0.8 361,579 0.9 1,920 0.5

２ 総 務 費       7,804,479 17.7 5,069,028 12.3 2,735,451 54.0

３ 民 生 費       12,195,836 27.6 12,285,762 29.7 △ 89,926 △ 0.7

４ 衛 生 費       4,250,706 9.6 4,392,150 10.6 △ 141,444 △ 3.2

５ 労 働 費       141,312 0.3 163,864 0.4 △ 22,552 △ 13.8

６ 農林水産業費 1,128,112 2.6 1,305,065 3.2 △ 176,953 △ 13.6

７ 商 工 費       478,609 1.1 178,004 0.4 300,605 168.9

８ 観 光 費       295,806 0.7 305,962 0.7 △ 10,156 △ 3.3

９ 土 木 費       6,494,745 14.7 5,525,688 13.4 969,057 17.5

10 消 防 費       1,875,050 4.3 2,009,901 4.9 △ 134,851 △ 6.7

11 教 育 費       4,011,406 9.1 4,644,203 11.2 △ 632,797 △ 13.6

12 災 害 復 旧 費       19,234 0.0 21,098 0.1 △ 1,864 △ 8.8

13 公 債 費       5,060,271 11.5 5,042,466 12.2 17,805 0.4

14 諸 支 出 金       ０ 0.0 ０ 0.0 ０ － 

歳 出 合 計 44,119,065 100.0 41,304,770 100.0 2,814,295 6.8

 

  ウ 歳出（性質別） 

平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 比     較 年 度 

決 算 

区 分 
決 算 額 

(A) 
構成比

決 算 額 
(B) 

構成比
(A)－(B) 

(C) 
(C)/(B)

 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１ 人 件 費 9,721,924 22.0 10,162,476 24.6 △ 440,552 △ 4.3

２ 物 件 費 5,212,649 11.8 5,083,270 12.3 129,379 2.5

３ 維 持 補 修 費 291,497 0.7 270,786 0.7 20,711 7.6

４ 扶 助 費 6,396,362 14.5 6,201,670 15.0 194,692 3.1

５ 補 助 費 等 2,810,326 6.4 3,096,693 7.5 △ 286,367 △ 9.2

普 通 建 設 
６ 

事 業 費 
6,109,662 13.9 6,052,464 14.6 57,198 0.9

 

 



 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

(1) 補 助 事 業 費 3,043,625 6.9 3,269,287 7.9 △ 225,662 △ 6.9

(2) 単 独 事 業 費 2,877,112 6.5 2,612,327 6.3 264,785 10.1

(3) 事 業 負 担 金 188,925 0.5 170,850 0.4 18,075 10.6

災 害 復 旧 
７ 19,235 0.0 21,098 0.1 △ 1,863 △ 8.8

事 業 費 

(1) 補 助 事 業 費 14,074 0.0 18,954 0.1 △ 4,880 △ 25.7

(2) 単 独 事 業 費 5,161 0.0 2,144 0.0 3,017 140.7

失 業 対 策 
８ ０ 0.0 ０ 0.0 ０ － 

事 業 費 

(1) 補 助 事 業 費 ０ 0.0 ０ 0.0 ０ － 

(2) 単 独 事 業 費 ０ 0.0 ０ 0.0 ０ － 

９ 貸 付 金 82,988 0.2 105,327 0.3 △ 22,339 △ 21.2

10 公 債 費 5,060,271 11.5 5,042,465 12.2 17,806 0.4

投 資 及 び 
11 13,453 0.0 ０ 0.0 13,453 皆増

出 資 金 

12 積 立 金 3,178,729 7.2 348,505 0.8 2,830,224 812.1

13 繰 出 金 5,221,969 11.8 4,920,016 11.9 301,953 6.1

 歳 出 合 計 44,119,065 100.0 41,304,770 100.0 2,814,295 6.8

 

  エ 一般会計決算の市民１人当たりの額 

（平成 20 年３月 31 日現在住民基本台帳人口 134,120 人） 

歳          入 歳          出 

市 民 １ 人     市 民 １ 人     
区    分 決 算 額 区    分 決 算 額 

当たりの額 当たりの額

 千円 円 千円 円

市 税        16,734,022 124,769 消 費 的 経 費        24,432,758 182,171

地 方 譲 与 税        443,012 3,303   人 件 費 9,721,924 72,487

利 子 割 交 付 金        85,993 641   物 件 費 5,212,649 38,866

配 当 割 交 付 金        85,635 638 維持補修費 291,497 2,173

株 式 等 譲 渡        
65,303 487   扶 助 費 6,396,362 47,691

所 得 割 交 付 金        

地 方 消 費 税        
1,252,242 9,337 補 助 費 等 2,810,326 20,954

交 付 金        

ゴルフ場利用税 
18,925 141 投 資 的 経 費        6,128,897 45,697

交 付 金 

自 動 車 取 得 税          普 通 建 設     
287,327 2,142 6,109,662 45,554

交 付 金          事 業 費

国 有 提 供 施 設        
  災 害 復 旧     

50,094 373 19,235 143等 所 在 市 町 村        
  事 業 費

助 成 交 付 金        
 
 

 



 千円 円 千円 円

  失 業 対 策      
地方特例交付金 116,574 869 ０ ０

  事 業 費 

地 方 交 付 税        7,843,825 58,484 そ の 他 の 経 費        13,557,410 101,084

交 通 安 全 対 策        
25,332 189   貸 付 金 82,988 619

特 別 交 付 金        

分 担 金 及 び        
909,401 6,781   公 債 費 5,060,271 37,729

負 担 金        

使 用 料 及 び          投 資 及 び     
377,938 2,818 13,453 100

手  数  料   出 資 金

国 庫 支 出 金        4,857,302 36,216   積 立 金 3,178,729 23,701

県 支 出 金        2,318,814 17,289   繰 出 金 5,221,969 38,935

財 産 収 入        162,202 1,209   

寄 附 金        79,501 593   

繰 入 金        36,177 270   

繰 越 金        985,405 7,347   

1,166,659 8,699   諸 収 入        

市 債        6,801,100 50,709   

歳 入 合 計       44,702,783 333,304 歳 出 合 計       44,119,065 328,952

 

５ 基金の決算状況 

  条例に定める基金の設置目的に従い、基金に属する現金等の適正な管理を行った。 

前年度末 決算年度中 決算年度末 
種     類 区 分

現 在 高 増 減 高 現 在 高 
 千円 千円 千円

現 金 5,326,650 356,386 5,683,036
財 政 調 整 基 金 

債 権 23,041 901 23,942 

減 債 基 金 現 金 746,199 4,921 751,120

現 金 575,801 2,661 578,462
ふ る さ と 創 生 基 金 

債 権 ０ 50,000 50,000

国 際 交 流 基 金 現 金 60,000 ０ 60,000

庁 舎 整 備 基 金 現 金 10,380 45 10,425

職 員 退 職 手 当 基 金 現 金 431,491 2,003 433,494

月 僊 金 復 興 社 会 事 業 基 金 現 金 7,899 28 7,927

現 金 705,623 6,487 712,110

債 権 9,311 △5,472 3,839地 域 福 祉 基 金 

債 務 8,019 17,036 25,055

災 害 援 護 基 金 現 金 104,635 621 105,256

中 山 間 ふ る さ と ・ 水 と 土 

保 全 対 策 基 金 
現 金 46,629 28 46,657

 



 千円 千円 千円

河 川 環 境 基 金 現 金 10,007 40 10,047

現 金 29,832 △6,319 23,513
育 英 基 金 

債 権 118 △118 ０

現 金 186,121 △3,476 182,645
文 化 振 興 基 金 

債 務 4,045 △74 3,971

現 金 ０ 3,360,585 3,360,585
地 域 振 興 基 金 

債 権 300,000 △300,000 ０

現 金 34,617 2,883 37,500
職 員 退 隠 料 基 金 

貸 付 金 7,209 △2,398 4,811

現 金 933,827 214,223 1,148,050

貸 付 金 2,356,453 △205,756 2,150,697

土 地 52,842 △5,170 47,672土 地 開 発 基 金 

債 権 27,498 153,235 180,733

債 務 8,739 △2,946 5,793

 

６ 土地取得特別会計関係 

 (1) 用地取得事業 

   事業用地の買収に伴う代替地等の要望に対処するため、土地取得特別会計において次のとお  

り公共用地の取得及び処分を行った。 

  ア 用地取得 

場   所 地 目 筆数 面  積 金   額 取  得  目  的 

筆 ㎡ 円小 俣 町 本 町 下卯起宮川駅野依橋線道路整備

事業代替用地 地 内 
宅地 １ 79.55 5,170,750

  イ 補償関係 

場   所 補償人数 補 償 内 容 金   額 補  償  目  的 

名 円小 俣 町 本 町 下卯起宮川駅野依橋線道路整備

事業代替用地 
配 電 線 路

地 内 １ 587,800

  ウ 処分 

場   所 地 目 筆数 面  積 金   額 処  分  目  的 

筆 ㎡ 円小 俣 町 本 町 下卯起宮川駅野依橋線道路整備

事業代替用地 地 内 
宅地 １ 231.41 14,810,240

小 俣 町 相 合 

地 内 
畑 ２ 4,413.00 133,456,449 小俣中学校運動場用地 

宮 川 １ 丁 目 秋葉山高向線道路整備事業代替

用地 地 内 
宅地 １ 225.68 9,027,200

 



筆 ㎡ 円小 俣 町 本 町 下卯起宮川駅野依橋線道路整備

事業代替用地 地 内 
宅地 １ 79.55 5,170,750

一 之 木 ５ 丁 目 準用河川大堀川支川改修事業代

替用地 地 内 
宅地 ２ 128.94 14,828,100

小 俣 町 本 町 下卯起宮川駅野依橋線道路整備

事業代替用地 地 内 
宅地 ２ 203.27 3,530,000

計 － ９ 5,281.85 180,822,739 － 

 

 

 



課     税     課 

 

○ 税務関係 

１ 軽自動車税 

  軽自動車の新規登録、廃車及び名義変更による異動申請に伴う適正課税に努めた。 

  なお、平成 20 年３月 31 日現在の課税状況は次のとおりであった。 

車        種 
税 率 

（年 額）
登 録 台 数 税  額 

原動機付自転車 第一種  50CC まで 1,000 円 10,472 台 10,472,000 円

原動機付自転車 第二種 乙  90CC まで 1,200
 

832
 

998,400
 

原動機付自転車 第二種 甲 125CC まで 1,600  513  820,800  

ミニカー ３輪以上 2,500  74  185,000  

小型特殊自動車 農耕作業用 
ﾄﾗｸﾀｰ・ 
ｺﾝﾊﾞｲﾝ等 

1,600
 

2,716
 

4,345,600
 

小型特殊自動車 その他のもの ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ等 4,700
 

225
 

1,057,500
 

軽自動車 二輪のもの 
125CC 超～
250CC まで

2,400  1,499  3,597,600  

軽自動車 三輪のもの 三  輪 3,100  ２  6,200  

軽自動車 自家用四輪乗用 ５ナンバー 7,200
 

23,344
 

168,076,800
 

軽自動車 自家用四輪貨物 ４ナンバー 4,000
 

12,284
 

49,136,000
 

軽自動車 営業用四輪乗用 営 業 用 5,500  ３  16,500  

軽自動車 営業用四輪貨物 営 業 用 3,000
 

110
 

330,000
 

二輪の小型自動車 250CC 超 4,000
 

1,716
 

6,864,000
 

計 53,790
 

245,906,400
 

 

２ 臨時運行許可業務 

  新規登録、継続検査、販売等のための臨時運行の許可を行った。 

うち、総合支所での取り扱い 
区   分 許可総件数 

二 見 小 俣 御 薗 

普通自動車 567 件 21 件 196 件 104 件 

軽 自 動 車 378 ８ 109 72

そ の 他 30 ０ ３ １

計 975 29 308 177

  



３ 申請に基づく各種証明書の発行業務 

  申請に基づき納税証明、所得証明、土地・家屋の評価証明等を発行した。 

件        数 
区    分 

有 料 無 料 計 

所 得 証 明 14,711 件 951 件 15,662 件 

納 税 ・ 課 税 証 明 3,123  4,935  8,058  

評 価 証 明 5,584  1,694  7,278  

公 課 証 明 697  －  697  

租 税 特 別 措 置 法 
の 規 定 に よ る 証 明 

580
 

－  580
 

事 業 証 明 508
 

－  508
 

閲 覧 1,308  11  1,319  

その他証明（再交付等） ０  97  97  

計 26,511
 

7,688  34,199
 

  うち、総合支所生活環境課での取り扱い。 

件     数 
区    分 

 有 料 無 料 計 
二 見 758 件 ０ 件 758 件 
小 俣 1,976  ２  1,978  所 得 証 明 
御 薗 773  ０  773  
二 見 111  204  315  
小 俣 270  835  1,105  納税・課税証明 
御 薗 112  451  563  
二 見 317  ４  321  
小 俣 398  75  473  評 価 証 明 
御 薗 189  12  201  
二 見 19  ０  19  
小 俣 14  ０  14  公 課 証 明 
御 薗 28  ０  28  
二 見 １  ０  １  
小 俣 ０  ０  ０  

租税特別措置法の
規 定 に よ る 証 明

御 薗 ０  ０  ０  
二 見 10  ０  10  
小 俣 44  ０  44  事 業 証 明 
御 薗 232  ０  232  
二 見 ９  ０  ９  
小 俣 73  11  84  閲     覧 
御 薗 29  ０  29  
二 見 ０  ６  ６  
小 俣 ０  ７  ７  

そ の 他 証 明 
（再 交 付 等）

御 薗 ０  ９  ９  
二 見 1,225  214  1,439  
小 俣 2,775  930  3,705  計 
御 薗 1,363  472  1,835  

 

  



○ 市民税関係 

１ 個人市民税 

  平成 19 年２月 16 日から３月 15 日までの期間に実施した市県民税申告相談等で受理した市 

 県民税申告書、税務署で受理した確定申告書、各事業所から提出された給与支払報告書、社会保 

 険庁等から提出された年金支払報告書等に基づき、課税を行った。 

うち、総合支所生活環境課での取り扱い 
区  分 件  数 

二 見 小 俣 御 薗 

確 定 申 告 者 件 数 25,140 件 781 件 984 件 567 件 

市 申 告 者 件 数 4,235 234 392 425 

給与支払報告書件数 

年金支払報告書件数 
136,336 

   

 

２ 法人市民税 

  市内に事務所又は事業所を有する法人が事業年度終了後提出した申告書に基づき、法人市民税 

 を課税した。 

区   分 均等割税率 資本金等 従業者数 社  数 

１号法人 年額 300 万円  50 億円超 50 人超 14 社 

２号法人   175 
 10 億円超 
 ～50 億円以下

  〃 ６ 

３号法人    41  10 億円超 50 人以下 161 

４号法人   40 
 １億円超 
 ～10 億円以下

50 人超 10 

５号法人   16 
 １億円超 
 ～10 億円以下

50 人以下 77 

６号法人   15 
 １千万円超 
 ～１億円以下

50 人超 48 

７号法人   13 
 １千万円超 
 ～１億円以下

50 人以下 424 

８号法人    12  １千万円以下 50 人超 30 

９号法人   ５  １千万円以下 50 人以下 2,387 

計 ─ ─ ─ 3,157 

  異動件数 新 設 193 社 

       解 散  42 社   閉 鎖 82 社   除 却 22 社 

 

〇 土地関係 

  固定資産税の課税客体である土地については、田、畑、宅地、山林等の地目に分類し、地目変 

 更申請書及び現況調査によってその把握に努めた。その他、売買、相続等による所有権移転及び 

 土地の分合筆等による土地の異動処理を行い、適正課税に努めた。 

  



１ 土地の現況            （平成 20 年１月１日現在） 

地  目 筆  数 地  積 

田 29,234 筆 23,134,296 ㎡

畑 26,807 10,740,879

宅   地 125,230 21,130,567

池   沼 57 51,884

山   林 22,636 40,323,994

原   野 2,256 615,589

雑 種 地 4,141 2,366,006

計 210,361 98,363,215

平成 19 年１月から 12 月までの異動数 

     土地分合筆及び地目変換による異動筆数   4,489 筆 

     所有権移転筆数              8,161 筆 

 

２ 業務の委託状況 

委  託  名 委 託 概 要 金 額 着 手 完 了 

固定資産土地評価 
及び地番図・家屋図 
修正業務委託 

評価替え用路線価算定 
評価替え用資料作成 
地番図データ修正 
家屋図データ修正ほか 

円

31,783,500 19. 6.15 20. 3.25 

土地鑑定評価 
業務委託 

平成 21 年度評価替え 

のための鑑定評価 
31,736,250 19.10.19 20. 3.21 

土地鑑定評価 
時点修正業務委託 

地価の変動に対応させる 

ための標準宅地鑑定評価 

の時点修正 
5,103,420 19. 6.25 19. 7.31 

 

○ 家屋関係 

  家屋については、建築確認申請及び法務局登記申請書を基に、平成 19 年６月から 12 月末にか 

けて新増築及び滅失等の家屋調査を実施した。 

（平成 20 年１月１日現在） 

区   分 床 面 積 棟   数 

木   造 4,636,941 ㎡ 63,726 棟

非 木 造 4,756,916 35,725

計 9,393,857 99,451

  



平成 19 年１月から 12 月までの異動数 

家屋異動件数   1,016 件（滅失登記  392 件、新・増築登記 624 件） 

所有権移転件数  2,100 件（登記  1,839 件、未登記  261 件） 

 

○ 償却資産の課税 

  償却資産については、12 月中に本人に申告書を送付して１月末までに申告書提出をお願いし、

提出された申告書を基に課税をした。 

  総数     2,914 件 

市長決定分  1,381 件 

  配分               13 件 

  免税点未満  1,520 件 

 ※配分…課税されるべき固定資産税が複数の市町村（道府県）にかかる場合、知事また

は総務大臣に申告書を提出し評価された後、各市町村（道府県）に通知（配分）

され、それにより課税する。 

  総務大臣配分  11 件（光ファイバー、電車車両、線路通信回路、変電所など） 

  県知事配分       ２件（ケーブルテレビ回線、道路舗装など） 

 

○ 土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧状況 

地方税法第 416 条の規定に基づき、土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧 

を市役所課税課にて行った。 

１ 縦覧期間   平成 19 年４月２日から５月１日まで 

 

２ 縦覧状況 

区  分 縦覧件数 

土  地 ５ 人

家  屋 ２ 

計 ７ 

 

３ 縦覧者数   ５人 

 

 

 

 

 

 

  



○ 市税の調定状況等 

１ 調定状況 

科    目 予  算  額 調  定  額 

市 民 税 7,809,500,000 円 8,050,721,382 円

   個    人 

    （特徴分） 

    （普徴分） 

   法    人 

6,389,500,000

1,420,000,000

 

6,605,501,382

4,122,895,682

2,482,605,700

1,445,220,000

 

 

 

 

固 定 資 産 税 6,420,000,000  6,828,824,100  

固 定 資 産 税 

国有資産等所在

市町村交付金及

び 納 付 金 

6,398,000,000

22,000,000
 

6,806,404,400

22,419,700
 

軽 自 動 車 税 227,000,000  245,906,400  

市 た ば こ 税 729,999,000  749,722,282  

特別土地保有税 1,000  ０  

入 湯 税 2,200,000  2,524,800

都 市 計 画 税 971,300,000  1,026,098,900

滞 納 繰 越 分 240,000,000 1,596,577,233

計 16,400,000,000 18,500,375,097

（平成 20 年３月 31 日現在） 

 

２ 納税義務者数 

科    目 納 税 義 務 者 数        

市 民 税              68,839 人 

   個    人 

    特  徴 

    普  徴 

   法    人 

65,682 

30,344 

35,338 

3,157 

固 定 資 産 税          57,808 

軽 自 動 車 税          37,724 

た  ば  こ  税 ４ 

入   湯   税 ２ 

都 市 計 画 税 41,921 

（平成 20 年３月 31 日現在） 

  



○ 照会回答 

  国及び他の地方公共団体の税務機関や他の市町村長等からの照会で、租税行政運営の見地から 

 相互に協力すべきものについて回答した。 

   件  数  4,427 件 

  



収     税     課 

 

○ 収納率の向上と自主納付の推進  

 長引く不況で、厳しい経済情勢を反映して税収を取り巻く環境が一層厳しさを増している。 

 また、市県民税においては、税源移譲により税負担が増え、調定額は前年度に比べ約 11 億８千万

円増となり、一人当たりの納税額が増額となったことから、納付困難による納付相談も多くなって

いる。 

 こうした厳しい情勢のなか、税収の確保と税負担の公正を期するため、初期滞納者等には督促状・

催告書により自主納付を促すとともに、高額等滞納者には職員の粘り強い納税交渉及び滞納処分、

三重地方税管理回収機構への事案引継ぎを行い、滞納繰越分の圧縮に向けた滞納整理の強化を図る

一方、少額現年度課税分等の滞納者への早期対応として、徴収嘱託職員を１名増員し、訪問・納付

指導を実施し、徴収及び自主納付の推進を図った。あわせて、口座振替については収税課窓口や職

員等による勧誘、口座振替金融機関報奨金制度により、一層の推進に努めた。 

 納税者のライフスタイルの多様化が進む中、収納窓口の拡大による納税者への利便性を向上させ

るため、24 時間利用可能なコンビニエンスストアにおける収納を平成 18 年度の軽自動車税から実

施しており、更に全税目に対しての実施の検討を行った。 

 

 

１ 市税収納状況                                 

区     分 
調  定  額 

（円）

収  入  額 

（円）

不納欠損額

（円）

収入未済額 

（円） 

収納率

（％）

現年度分 8,050,721,382 7,860,925,516 ０ 189,795,866 97.6

繰 越 分 412,754,802 68,486,822 40,017,007 304,250,973 16.6市 民 税 

計 8,463,476,184 7,929,412,338 40,017,007 494,046,839 93.7

現年度分 6,806,404,400 6,554,913,215 ０ 251,491,185 96.3

繰 越 分 992,381,509 211,676,053 75,326,306 705,379,150 21.3

交付金及

び納付金 
22,419,700 22,419,700 ０ ０ 100.0

固定資産税 

計 7,821,205,609 6,789,008,968 75,326,306 956,870,335 86.8

現年度分 1,026,098,900 988,185,368 ０ 37,913,532 96.3

繰 越 分 160,890,551 34,318,129 12,212,330 114,360,092 21.3都市計画税 

計 1,186,989,451 1,022,503,497 12,212,330 152,273,624 86.1



現年度分 245,906,400 236,886,300 ０ 9,020,100 96.3

繰 越 分 30,550,371 3,963,968 3,827,400 22,759,003 13.0軽自動車税 

計 276,456,771 240,850,268 3,827,400 31,779,103 87.1

市 た ば こ 税 749,722,282 749,722,282 ０ ０ 100.0

入 湯 税 2,524,800 2,524,800 ０ ０ 100.0

現年度分・交付金          16,903,797,864 16,415,577,181 ０ 488,220,683 97.1

繰 越 分          1,596,577,233 318,444,972 131,383,043 1,146,749,218 19.9

合    計 18,500,375,097 16,734,022,153 131,383,043 1,634,969,901 90.5

 

２ 市税収納区分                            

区  分 口座振替 
ゆうちょ銀行

及び郵便局 
臨戸徴収 金融機関等窓口※ 計 

収納額(円) 5,068,594,098 661,435,605 532,661,167 10,471,331,283 16,734,022,153

割 合(％) 30.3 3.9 3.2 62.6 100.0

※ 軽自動車税のコンビニ収納含む。 

 

３ コンビニ収納（軽自動車税） 

 納付件数（件） 
納付期限内納付に占める

割合（％） 
納付額（円）

納付期限内納付に占める

割合（％） 

コンビニ収納 8,539 20.1 43,783,400 22.6

軽自動車税の 

納期限内納付 
42,588 － 193,473,900 －

 

４ 口座振替納付取扱状況                         平成 20 年３月末現在 

税   目 納税義務者数（人）利用者数（人） 加入率（％） 金  額（円）※

市 民 税 35,338 13,898 39.3 1,297,345,720

軽自動車税 
（課税台数） 

53,790

（台数） 

14,017
26.1 57,657,100

固定資産税 

都市計画税 
57,808 35,273 61.0 3,961,754,880

合   計 146,936 63,188 43.0 5,316,757,700

※ 口座振替納付取扱金額は、口座振替を金融機関が取扱った金額であり振替不納額も含むため、 

「２.市税収納区分」の口座振替収納額（口座振替ができた収納額）とは異なる。 



５ 口座振替金融機関報奨金                       平成 20 年３月末現在 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

363 212 576 177 87 67 
合計（件）

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

金融機関口座振替申請 

      取扱件数（件） 

49 39 35 58 40 47 
1,750

 

６ 滞納処分（差押）状況  

（１）伊勢市が行ったもの                       平成 20 年３月末現在 

18年度末累計 19年度中差押 19年度末累計  左のうち換価分 

区  分 件数 

（件） 

金  額 

（円） 

件数 

（件） 

金  額 

(円)

件数(累計)

   （件）

金額(累計) 

(円) 
 
件数 

（件） 

金 額 

（円）

不動産 151 159,264,244 － － 151 159,264,244  － －

電 話 40 20,260,710 － － 40 20,260,710  － －

債 権 72 53,207,740 21 11,349,704 93 64,557,444  10 2,508,700

計 263 232,732,694 21 11,349,704 284 244,082,398  10 2,508,700

（２）三重地方税管理回収機構が行ったもの  平成 20 年３月末現在 

19年度中差押  左のうち換価分 
区  分 

件 数（件） 金 額(円) 
 

件 数（件） 金 額（円）

不動産 24 21,372,769  － －

電 話 － －  － －

債 権 66 61,250,107  46 4,792,508

計 90 82,622,876  46 4,792,508

 

７ 交付要求状況                                   

 18 年度までの繰越 
19 年度 

（19.4.1～20.3.31）

19 年度中終了 

（19.4.1～20.3.31） 

継続中 

（20.3.31 現在）区  分 
件数 

（件） 

金   額 

（円） （件）

件数 金   額 

（円）

件数

（件）

金   額 

（円） （件） 

件数 金   額 

（円）

競 売 事 件 39 149,838,567 51 45,087,516 58 56,979,208 32 137,946,875

強制競売事件 ０ ０ ４ 157,700 １ 29,000 ３ 128,700

破 産 事 件 35 20,637,400 23 15,768,600 17 8,110,800 41 28,295,200

合 計 74 170,475,967 78 61,013,816 76 65,119,008 76 166,370,775

 

 

 



８ 督促状送付件数                         平成 20 年３月末現在 

（件） 

区  分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

個人(普徴) 26 － － 7,359 － 6,482 

個人(特徴) 89 76 83 81 76 81 

法人市民税 ７ 16 36 15 26 25 

市 

県 

民 

税 
計 122 92 119 7,455 102 6,588 

固定資産税 

都市計画税 
－ 8,338 － － 7,253 － 

軽自動車税 ２ － 8,157 － － ２ 

合  計 124 8,430 8,276 7,455 7,355 6,590 

 

10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

－ 6,434 － － 6,193 41 26,535 

83 71 86 82 89 94 991 

20 19 37 11 28 ８ 248 

103 6,524 123 93 6,310 143 27,774 

－ － － 6,141 － 6,166 27,898 

－ － － － ４ － 8,165 

103 6,524 123 6,234 6,314 6,309 63,837 

※ 納付期限後 20 日以内に発送した件数 

 

９ 三重地方税管理回収機構収納状況                 平成 20 年３月末現在 

区分 移管件数（件） 移管総額（円） 収入額（円） 収納率（％）

平成18年度移管分 60 65,967,670 9,664,909 14.7

平成19年度移管分 60 51,467,369 16,105,103 31.3

＊ 平成 18 年度移管分は、平成 19 年度に繰越して徴収したもの 

 



行  政  経  営  課 

 

○ 政策関係 

１ みんなのまちの計画の策定（伊勢市まちづくり市民会議） 

  まちを構成する多様な主体が協働で公共空間を創造する時代にあって、新しいまちづくりを着

実に進めるため、まちを構成する多様な主体が、社会状況の認識及びまちづくりの目的を共有し、

その実現に向けた各主体の取組の連絡調整及び連携を図るとともに、その実施後の社会状況の検

証及び評価を行う組織として、平成19年２月18日に伊勢市まちづくり市民会議を設立した。 

  平成19年度においては、環境や産業などの分科会に分かれて、「みんなのまちの計画」の検討を

行い、平成20年３月21日に議決を得て、計画を策定した。 

  ≪平成 19 年度 分科会開催状況≫ 

   ①自治と行政のしくみ   会議開催 23 回 ： 延べ参加者数 291 人 

   ②人権・教育・文化    会議開催 16 回 ： 延べ参加者数 181 人 

   ③環境          会議開催 14 回 ： 延べ参加者数 163 人 

   ④生活・健康・福祉    会議開催 15 回 ： 延べ参加者数 204 人 

   ⑤防災・防犯       会議開催 12 回 ： 延べ参加者数 158 人 

   ⑥産業          会議開催 11 回 ： 延べ参加者数 116 人 

  ≪「みんなのまちの計画」文章案についての意見募集≫ 

    公共施設、スーパーマーケットなどに概要版及び意見募集箱を設置し、意見募集を行

った。 

     期 間：平成 19 年８月１日～平成 19 年８月 24 日 

     提出数：11 件 

  ≪「みんなのまちの計画」策定のためのアンケート≫ 

   計画に定める指標の現状の値を把握するため、市民を対象としたアンケート調査を行った。 

     期 間：平成19年10月29日～平成19年11月20日 

     対象者：市内在住の 15 歳以上の方から無作為抽出 4,000 名（1,000 名×４種類） 

     調査票： 「生活・健康・福祉」、 

          「防災・防犯＋交流都市基盤」 

          「人権・教育・文化＋環境」 

          「自治と行政のしくみ＋産業」 

     回収率：40.1％（回収数 1,604通） 

２ 地域審議会 

  市町村の合併の特例に関する法律及びこれに基づく合併前の旧４市町村の協議に基づき設置し

た地域審議会のうち、伊勢地区地域審議会を次のとおり開催した。 



 (1) 委員 

区分 人数 

公共的団体等の代表者 12名 

学識経験者 ３名 

一般公募 ３名 

計 18名 

 (2) 開催状況 

開催日 議事 

19.４.27 総合計画基本構想に関する諮問に対する答申について 

19.11.21 「新市の一体感の醸成について」の答申案について 

20.２.18 「新市の一体感の醸成について」の答申 

３ 宮川流域ルネッサンス協議会 

  「宮川と共に生きる会（平成９年１月28日設立、１市９町４村）」を発展的解消して設立した、

宮川流域ルネッサンス協議会（平成12年６月９日設立、１市５町、三重県、国関係機関、宮川流

域案内人の会）を中心に、宮川の清流と地域風土にあった環境を守り、次世代に引き継ぐことに

寄与する活動を実施した。 

 ・情報誌「ＲｉｖｅｒＶｏｉｃｅ宮川」の発行（４回、各74,000部発行） 

 ・子ども川サミット（平成19年８月20日・21日、大湊・神社・河崎、小学５・６年生60名参加） 

 ・宮川流域いっせいチェック 

 ・宮川流域活動支援（活動をしている個人・団体に焦点を当てた応援新聞3,000部を発行） 

 ・ＰＲビデオ作製（各市町のＣＡＴＶで放送するなどして活用予定） 

４ 太平洋新国土軸構想の推進（伊勢湾口道路・東海南海連絡道の建設促進） 

  太平洋新国土軸構想推進のため、「伊勢湾口道路建設促進期成同盟会（昭和63年６月10日設立：

三重県、愛知県、静岡県、岐阜県、奈良県の県・政令指定都市・関係市町村・経済関係団体）」及

び「東海南海連絡道建設推進期成同盟会（平成８年６月３日設立：県・関係市町・経済団体）」に

より、国関係機関、国会議員等に対する要望活動、また、スポーツ交流事業として渥美地域との

少年野球大会を開催した。 

５ 伊勢志摩地区広域市町村圏協議会 

  伊勢志摩地域の市町で構成する広域行政圏計画に関する協議会（昭和46年10月５日設立：３市

３町）の事務局業務を行った。 

 ・連携事業の検討 

 ・三重県知事への提言の実施 

 ・企画担当職員研修（平成19年８月に京都府舞鶴市で開催された「自治体学会」に参加） 

 ・渥美・伊勢地域交流会（愛知県渥美地域との交流を図るため、名古屋市で開催された交流会に

参加） 

 

 



○ 行財政改革関係 

 分権型社会の到来に対応できる自治体を目指し、行財政改革を推進するために、平成18年度に策

定した行財政改革大綱に基づく実施計画の進行管理を行い、行財政改革に取り組んだ。 

 議会、伊勢市行政改革推進委員会において、実施計画の進行状況について論議いただいた。伊勢

市行政改革推進委員会の経過は、ホームページに掲載し、市民に公表した。 

１ 伊勢市行政改革推進委員会開催状況 

   平成19年５月28日（月） 

議題「伊勢市行財政改革大綱実施計画の進行状況について」 

「行財政改革に関する意見交換」 

   平成19年11月13日（火） 

議題「伊勢市行財政改革大綱実施計画平成19年度上半期の進行状況について」 

「行財政改革に関する意見交換」 

２ 伊勢市行政改革推進委員会委員構成 

氏名 推薦団体等 摘要 

岩崎恭典 （会長） 四日市大学 学識経験者 

今村発子 伊勢の國おかみさん会 女性団体 

奥田良平 連合三重伊勢度会地域協議会 労働者団体 

奥埜孝子 
男女共同参画推進団体 

れいんぼう 
女性団体 

木下功 － 公募委員 

河野英子 アイリス伊勢志摩 女性団体 

西山清美 
特定非営利活動法人 

伊勢河崎まちづくり衆 
市民団体 

松月久和 － 公募委員 

山本弘 伊勢商工会議所 商工業団体 

和谷智恵 － 公募委員 

    

○  統計関係 

１ 三重県人口推計調査 

国勢調査による人口、世帯数及び年齢別男女数を基準に、住民基本台帳における異動を加減し

て、毎月末の人口を推計し、その結果を公表した。また、市勢統計要覧にも掲載した。 

 

 



平成 20 年３月末現在 

世帯数 総人口 男 女 

49,995 世帯 133,097 人 62,907 人 70,190 人 

２ 学校基本調査 

平成 19 年５月１日現在において、市内の公・私立幼稚園、小・中学校、専修学校及び各種学校

の児童・生徒数、学級数、教職員数等を調査した。 

なお、中学校については、卒業後の進路を、私立学校については、学校施設等をあわせて調査

した。 

調査対象 公私立別 園・学校数 
園児・児童 

・生徒数 

教 員 数 

（本務者） 

公 立 10 312  35 
幼稚園 

私 立 12 1,356 109 

小学校 公 立 25 7,535 448 

公 立 12 3,827 262 
中学校 

私 立 １ 203  15 

専 修 学 校 ６ 387  47 

各 種 学 校 ６ 410  18 

計 72 14,030 934 

３ 商業統計調査 

  平成 19 年６月１日現在において、市内にあるすべての卸売業、小売業を営む商業事業所を対象

に、年間商品販売額、商品手持額、営業時間、年間商品仕入額の仕入先別割合等について調査し

た。 

４ 就業構造基本調査 

  平成 19 年 10 月１日現在において、市内の約 645 世帯の 15 歳以上の世帯員に対し、在学・卒業

等教育の状況、就業・不就業状態、仕事の内容、年間収入等について調査した。 

５ 全国物価統計調査 

  平成 19 年 11 月 21 日現在において、市内の小売店舗、飲食店、サービス業を営む事業所等を対

象とし、店舗の業態、通信販売の有無、商品・サービスの小売物価又は料金等について調査した。 

６ 工業統計調査  

  平成 19 年 12 月 31 日現在において、市内の製造業事業所について、経営組織、従業者数、原材

料及び燃料使用額、製造品出荷額、有形固定資産の現在高、減価償却額等について調査した。 

７ 住宅・土地統計調査単位区設定 

  平成 20 年２月１日現在において、平成 20 年住宅・土地統計調査の実施にあたり、調査員が担

当する調査区域を明確にし、調査の円滑な実施と結果精度の向上を図るため、調査単位区の設定

を行った。 

８ 三重県統計調査員確保対策事業 

  平成 19 年度の統計調査に従事した登録調査員に対し、調査員だより及び統計資料の送付を行い、

統計調査員・指導員の資質向上を図った。 



９ 市勢統計要覧の作成 

  伊勢市の自然、人口、産業、民生、建設、教育等の基本的統計データを収録した「2007 年版市

勢統計要覧」を作成し、市ホームページで公表した。また、要約版「伊勢市の概要」を作成した。 

10 統計調査員の推薦 

  各統計調査を実施するにあたり、県に対して調査員の推薦を行った。 
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